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Ⅰ 人の移動が止まった

新型コロナウィルス感染症の感染拡大が，世

界経済の先行きに暗い影を落としている。2020

年前半の GDP は，各国で大幅に下落した。そ

の後も経済の戻りは遅く，深刻な景気後退の到

来が予感されている。

中でも重要なのは，グローバルな人の行き来

が止まったことだろう。入国制限は，今なお多

くの国で解除されていない。ビジネス目的での

渡航制限を緩和すべきだという声もあるが，感

染拡大が今なお続く状況では，世論を説得する

ハードルは高い。

コロナ以前から，グローバル化の流れは勢い

を失いつつあった。世界貿易は 1980 年代から，
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コロナ以後を読み解く

3つの鍵

金融危機以後，グローバル経済は不調が続いていた。今回のコロナ禍で状況はさらに悪化するが，新たな時

代の芽も生まれつつある。

コロナ以後を読み解く鍵は三つある。まず，「リスク社会」だ。豊かになった現代人は，昔とは感覚が変

わった。生命や健康に関わるリスクや恐怖に敏感になり，その対処を政治に求めるようになる。今回，ロック

ダウンが実施されたのも，そうした変化を受けてのことだ。今後も未知の感染症が出てくるたびに，同じよう

なパニックが生じるだろう。

二つ目は「積極財政」の時代の到来だ。1980年代のサッチャー・レーガン改革以後，財政赤字の膨脹を止

める小さな政府路線が財政運営の基本方針となった。しかしコロナ後は流れが変わる。すでに各国はコロナ対

策で巨額の支出を行っているが，今後，大きな不況が来ればさらなる積極財政路線に舵を切ることになるだろ

う。

三つ目に「歴史は繰り返す」である。経済的に深く依存し合っている米中が対立を深める現在の状況は，第

一次大戦の前夜によく似ている。歴史を振り返ると，グローバル化の後には必ず大きな戦争が起きた。米中の

対立も，状況はこれから緊迫していくだろう。

今後は，景気の後退局面と，グローバル化の後退局面，そして地政学的な後退局面の三つのフェイズが重な

るという危機の時代に入る。世界はもう「コロナ以前」には戻らない。この 3，40年の常識がひっくりかえ

ると考えて，歴史観をバージョンアップすべきだ。



直接投資は 1990 年代から順調に伸び続けてき

たが，2008 年の金融危機でどちらも停滞。「ス

ロートレード」や「スローバリゼーション」と

いう言葉も生まれた。

2016 年にはイギリスの EU 離脱が国民投票

で決定され，アメリカでトランプが大統領に選

ばれるなど，先進国のポピュリズムに火がつき

始めた。公約通り，トランプは中国への制裁関

税を強化，中国がそれに応酬するなど，米中貿

易戦争もエスカレートした。

しかしそれでも，人の移動だけは順調に伸び

ていた。代表的な指標は国際旅客数である。

UNWTO の統計によると，2010 年には 9.5 億

人だった国際旅客数は 2018 年には 14 億人と，

年率で平均 5％の伸びを示している。この数字

は，同時期の商品貿易の伸びよりも高い1)。金

融危機以後，貿易や投資の波が退潮していくな

かで，グローバル化の推進役を担ってきたの

は，観光に代表される人の移動だった。

コロナショックは，この流れを完全に停止さ

せてしまった。少し前まで外国人観光客で溢れ

かえっていた観光地では閑古鳥が鳴いている。

今後，コロナの影響が小さくなれば，事態は多

少は好転するだろう。しかし，今度は世界的な

景気後退による需要の減退が待ち受けている。

周知のようにグローバル化は，モノ・カネ・

ヒトの国境を越えた移動が活発化する現象であ

り，具体的には貿易や直接投資，越境的な人の

往来を示す指標の増加となって現れる。20 世

紀後半から本格化したグローバル化の波は，

2008 年の金融危機で退潮に向かった。今年の

コロナショックは，その流れをさらに決定づけ

るものになるだろう。

WTOの発表によれば，今年の世界貿易は最悪

シナリオで 32％の減少になる2)。UNCTAD の

推計では，直接投資は最大で 40％の落ち込み

になる3)。観光産業は 1兆 2000 億ドルの収入を

失うと予想されているが，これは世界 GDP の

1.5％に相当する規模である4)。状況は深刻だ。

2020 年は，グローバル化が急停止した年とし

て記憶されることになるだろう。

もちろん，この状態が永遠に続くわけではな

い。効果的な治療薬やワクチンの開発が進め

ば，人々の恐怖は和らいでいくものと思われ

る。倒産や失業が増加していけば，感染防止よ

りも経済活動を優先すべきだとの声も大きくな

る。

それでも，いったん始まった脱グローバル化

の流れは，簡単には止まらない。各国の政治

は，明らかに次の時代に向かって方向を転換し

つつある。

Ⅱ 「リスク社会」の到来

最初に，一つ確認しておくべきことがある。

それは，今回のような未知の感染症は，これか

らも頻繁に発生するだろうということだ。

感染症学者の多くが警告しているように，新

型コロナウィルスは人類にとって最後の「新

型」ウィルスではない。地球温暖化や生態系の

変化で，人類に脅威を与える新たなウィルスが

登場する確率は確実に上昇している。

実際，今世紀に入ってからだけでも，2002

年には SARS，2009 年には豚インフルエンザ

N1H1，2012 年には MERS と，数年に一度と

いう頻度で新型の感染症が出現している。今回

の新型コロナが世界全体を恐怖に陥れたのは，

アメリカや欧州といった主要国で感染爆発が起

きたからだ。中国で発生した未知の感染症が，

人の移動の流れに沿って世界中に飛び火する。
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世界の政治経済の中心地で燃えあがれば，ただ

ちに国境がシャットダウンされる。

ここで思い出されるのは，社会学者 U・ベッ

クの仮説である。ベックは先進国社会が「リス

ク社会」になっているという。近代化の初期，

まだ富の蓄積が十分でない時代には，人々は生

活水準の上昇を求めていた。だが一定の豊かさ

が達成された近代化の後期段階になると，今度

は生活を脅かすもの，特に健康や生命を脅かす

ものが強く意識されるようになり，そのリスク

への対処を政治に求めるようになる。「グッズ」

を増やすのではなく「バッズ」を減らすこと，

われわれを取り巻くさまざまな危険から生活を

防衛すること，そのことに政治や経済の関心が

向かうようになる，というのだ5)。

ベックがこの理論を打ち出したのは 1980 年

代，ちょうどチェルノブイリ原発事故の恐怖が

欧州全体を包んでいた頃だった。目に見えない

放射性物質が国境の向こう側から飛来し，気づ

かないうちにわれわれの健康をむしばんでしま

うかもしれない。欧州ではこの頃から，エコロ

ジーが政治的な議題の上位に来るようになっ

た。

今回，新型コロナウィルスが深刻な脅威と受

け止められたのも，すぐにロックダウンが実施

されたのも，同じ理由が作用しているように思

える。これが 100 年前や 50 年前だったらどう

なっていたのかを考えてみれば良い。例えば結

核は，戦前社会において深刻な被害をもたらし

たが，どの国も経済や教育を止めてまで感染を

封じ込める対策など打っていない。「バッズ」

を減らすことよりも「グッズ」を増やすこと，

すなわち物質的な豊かさを追い求める方に重き

が置かれていたからだ。

しかし今では，そのような考え方は「野蛮」

に見えてしまう──実際，ロックダウンを実施

しなかったスウェーデンやブラジルは欧米の主

要メディアから総攻撃を受けた。ロックダウン

を勧告する専門家に激しく抵抗したトランプも

同様である。未知の感染症，危険であることは

分かっているが人体への影響が解明されていな

いウィルスに対して，現代人は激しい警戒心を

抱く。そしてすぐにでも対策を取るよう，政府

を突き上げるのだ。

日本でもマスコミを中心に「カネより命」と

言われ，対策が後手に回る政府が激しい非難の

対象となった。安倍政権が緊急事態宣言を出し

たのも，世論の強い圧力に押されてのことであ

る。

重要なのは，こうした「リスク」が社会的に

作り出されたものである，ということである。

新型コロナウィルスは自然界で生み出されたも

のだが，コロナの「リスク」認知は社会が生み

出すものである。もし新型ウィルスの存在が発

見されていなければ，「リスク」も知覚されて

いない。今年は肺炎による死者が例年よりも多

い，という扱いになったはずである。

ところが現代社会は，次々に「リスク」が発

見される。その認知は瞬く間に世論全体で共有

され，最高度の警戒心を呼び起こす。もちろ

ん，これは医学が進歩したおかげである。昔で

あれば見過ごされていた脅威が発見され，その

治療に向けた取り組みが始まるからだ。おかげ

で先進国に暮らす人々は，かつてない健康や長

寿を享受できるようになった。

だが，コロナの「リスク」を最小化するため

に取られたロックダウン政策は，結果的に経済

や社会の歩みを止めることになった。それだけ

ではない。経済活動の停止による所得低下を補

うために，大規模な財政出動が行われた。これ
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まで主要国の政府は，緊縮財政政策をとってき

たにも関わらず，である。

これまで入国制限は，反移民を唱える右派な

どによって盛んに主張されてきたが，ほとんど

の国で実現することはなかった。自由や人権を

重視するリベラル派や，海外との経済取引を重

視する財界が強く反対してきたからである。拡

張財政は，弱者救済を唱える左派によって強く

主張されてきたが，均衡財政を重視する保守派

や赤字財政の行きすぎを懸念する経済学者に

よって退けられてきた。しかし，未知の感染症

の「リスク」が登場するや，ただちに入国制限

が実施され，所得補償のための膨大な予算が計

上されることになった。世論は，異論を差し挟

む余地がないほど沸騰した。政治的左右の違い

を超えて，市民的自由への政府介入を強く要望

したのである。

今後，パンデミックが終息していくにつれ

て，今回のロックダウン措置が本当に正しかっ

たのか，行きすぎた部分はなかったか，冷静な

検証が行われることになるだろう。だが，今回

現れた政治的応答，すなわち未知の「リスク」

に対する国家的管理への強い要望とそれに応え

る政府というパターンは，これからも繰り返し

現れてくるのではないか。われわれの生命を危

険に晒す感染症の「リスク」を封じ込めるため

なら，多少の経済的不利益が生じても国境を封

鎖し，財政の足かせを外さなければならない。

そのような思考，というより感情のうねりのよ

うなものが，マスコミや SNSを伝って政治を動

かす。本格的な「リスク社会」の到来である。

Ⅲ 「コロナ以後」の転換

今回のパンデミックで現れた人々（とりわけ

先進国）の反応は，グローバル経済の今後に

とって重要な意味を持つ。

まず，リスクを管理する政府の介入政策は，

今後も続けられるだろう。例えば国境封鎖であ

る。コロナの感染拡大が終息の兆しを見せれ

ば，国境は再び開放に向かうはずである。だ

が，その判断はきわめて慎重に行われるはす

だ。また，再び開放されることになっても，お

そらく以前と同じにはならない。空港などでの

検疫は，これまで以上に強化されるはずだ。そ

れだけではない。今後も，周期的に（これまで

のペースで言えば数年おきに）感染症の流行は

起きる。そのたびに迅速な水際対策が実施され

るか，対策を求める声が世論から湧き上がるこ

とになるだろう。

さらに踏み込んだ財政支出を要求する声も大

きくなるはずだ。ロックダウンや自粛要請に

よって，主要国の経済は大きく落ち込んだ。こ

れからやってくるのは自然な景気循環の後退局

面ではなく，政府のコロナ防止政策が引き金と

なって起きる不況である。怨嗟の声は，政府に

直接向かうことになるだろう。

これまで財政健全化路線は，世論のそれなり

の支持を集めていた。言うまでもなく巨額の財

政赤字が存在するためである。しかし「コロナ

以後」は，世論の状況が変わる。

実際，「政府にもっと補償をしてもらいたい」

という声は巷に溢れている。自然災害で家や仕

事を失ったのであれば，運命だったとあきらめ

ることもできる。景気循環の結果として失業し

たのであれば，仕事のやり方が間違っていたの

かもしれないと反省することもできよう。だ

が，これから起きる不況は，政府による一律の

行動制限措置が直接の原因となって起こるもの

だ。自然の摂理でも自己責任でもない。むろん
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そのように解釈することもできるが，大方の反

応は，政府への恨み節となって現れるだろう。

政府財政についての考え方は，時代とともに

移り変わる。古典的な自由主義の時代には，政

府は人々の生活に介入すべきではないと考えら

れていた。景気は自然な循環に任せられるの

で，倒産や失業が発生しても，それは個人でな

んとかすべき問題である。

20 世紀に入ると，国民の生活に政府が責任

を持つべきだとする自由主義の新たな考え方が

登場する。国民が健康で文化的な生活を送るに

は，教育や医療，福祉に対する政府の財政支援

が不可欠である。景気循環に関しても政府が管

理を行い，とりわけ不況期には積極財政で失業

者を救済しなければならない。こうしたニュー

リベラリズムと呼ばれる考え方が，戦後の先進

国政治では主流となった。

1980 年代になると，ふたたび大きな転換が

起きる。政府への依存が強まることで財政赤字

に歯止めが利かなくなっただけでなく，経済の

活力も失われたとの批判が強まったためであ

る。左傾化したニューリベラリズムではなく，

古典的な自由主義に戻らなければならない。

いわゆるサッチャー・レーガン改革以後の新

自由主義（ネオリベラリズム）は，そのような

観点から政府と民間の間にふたたび距離を作り

出そうとした。リーマンショック後，新自由主

義は批判を受けるようになったが，今も政策の

基本となっているのは市場の自律性を重視する

考え方である。

ところがコロナ以後は，ふたたび転換が起き

る可能性がある。リーマンショックは，銀行家

が非難の対象となった。金融自由化を進めた規

制当局や，バブルを放置した中央銀行にも批判

の矢は及んだが，大方の怒りは「強欲」な金融

階級に向けられていた。しかし，今回は違う。

倒産や失業は自由な経済活動の結果としてでは

なく，経済活動の自由を制限されたことの結果

として起きる──そのようなものとして受け止

められているからだ。

これは，ロックダウンが感染症対策として正

しかったかどうかと無関係に起こることだ。

ロックダウンによる感染症封じ込めができな

かった場合，もちろん政府の責任が問われる

（その場合はこの政策を推奨した専門家にも非

難が集まるだろう）。ロックダウンによる感染

症封じ込めが成功しても，今度は徹底した不況

対策の実施を求める声が湧き上がることにな

る。人々が政府に求める介入の水準は，コロナ

ショックを機に大幅に上昇することになるの

だ。

Ⅳ 増大する政府の力

コロナ以後は，国家による介入が再び強く求

められるようになる。これは歴史に逆行する流

れであろうか。

19 世紀以後の歴史を振り返ると，国家は介

入の度合いを持続的に高めてきたことが分か

る。主要 14 カ国の公的支出（社会保障移転を

含む）の対 GDP 比は，1870 年代には 10％ほ

どだった。この数字は，大恐慌後の 1937 年に

は 24％に上がる。第二次大戦後の福祉国家の

時代（ニューリベラリムの時代）には急上昇し

て，1980 年代には 42％に達した。新自由主義

の時代にこの数字は横ばいになるが，リーマン

ショック後はいくつかの国でふたたび上昇の兆

しが見られる6)。

コロナショック後は，政府支出の規模がさら

に拡大に向かうはずである。事実，各国で減税
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や大規模な財政出動が実施されている。日本で

も 30 兆円を超える第二次補正予算が組まれた

が，今後の景気次第ではさらなる追加支出を求

める声が上がってくるはずだ。

1980 年代からリーマンショックまでの 30 年

間は，政府は市場の影に隠れていた。企業や投

資家の自由な活動を可能にする環境づくりに政

策資源を投入し，財政支出の拡張を伴う政策は

抑制される傾向にあった。しかし，リーマン

ショック後に流れは変わった。そして今回のコ

ロナショックである。

この政府支出の長期推移にグローバル化の歴

史を重ねると，興味深いことが分かる。

今ではよく知られているように，グローバル

化の大きな波は 19 世紀末から 20 世紀初頭にか

けても起きていた（第一次グローバル化）。こ

の時代，世界経済は貿易や金融によって深く結

びついていた。世界の商品貿易が GDP に占め

る割合は上昇を続け，第一次大戦前夜に頂点に

達していた。世界貿易がこの水準に戻るのは，

1970 年代も後半になってからのことである。

第一次グローバル化の時代は，古典的自由主

義と金本位制の時代でもあった。それゆえ，公

的支出の対 GDP 比はほとんど増えていない。

先の統計をふたたび引用すれば，1870 年代に

は 10％，1913 年には 13％ほどだ。

グローバル化の波は，第一次大戦によって退

潮に向かう。世界貿易の水準は緩やかな下降線

を辿り，1929 年の大恐慌以後は大幅に低下す

ることになる。各国は金本位制を離脱，保護主

義とブロック経済の時代へと移行した。そして

第二次大戦という巨大な破局の時を迎える。

一方，大恐慌以後の時代は，先に見たニュー

リベラリズムの時代だった。政府は国民生活に

介入するようになり，公的支出の対 GDP 比は

上昇を始める。金本位制と古典的自由主義の時

代には切り離されていた政府と民間，政治と経

済の領域が密接に結びつくようになった。

世界貿易は，第二次大戦後から緩やかな上昇

を続けていくが，大きく飛躍するのは 1980 年

代以後のことだ。1985 年から 2007 年までは，

世界貿易の伸びは世界全体の GDP の 2 倍の

ペースで上昇していた。今日の第二次グローバ

ル化の時代である。

一方，この時代の政府支出は，対GDPで見る

とほぼ横ばいに抑えられていた。無論，1980 年

代以後の政府も，過去に比べればずっと多くの

支出を行っている。その意味で，サッチャー・

レーガン以後の新自由主義体制が「小さな政

府」を志向していたという表現は誤解を招きや

すい。政府支出の伸びに抑制を加えること。予

算配分を競争的なものにして，市場社会を効率

化すること。それがこの時代の経済政策を特徴

づける考え方だった。

2008 年のリーマンショック以後は，世界貿

易の伸びは頭打ちになり，「スロートレード」

の時代になる。その後 10 年，世界貿易の伸び

はほぼ横ばいだ。そして 2020 年である。人の

移動には厳しい制限が課され，当面の間，解除

には向かわないだろう。その上，これから本格

化する景気後退で，貿易や投資は大幅に落ち込

むことが予想されている。

コロナ後の情勢は不透明だが，貿易や投資が

かつての勢いを取り戻すとは考えにくい。その

上，不確定な要因もある。中でももっとも重要

なのが，米中対立の今後の展開である。

Ⅴ 米中対立は「新冷戦」ではない

第一次グローバル化の時代は，第一次大戦に
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よって終わりを迎えた。同じような破局が，こ

れから起きるのだろうか。

G・アリソンによれば，覇権交代期には旧大

国と新大国の間で戦争が起きる可能性が高ま

る7)。今後，同じことが米中の間で繰り返され

るのかは分からない。だが，情勢はこれからま

すます緊迫したものになっていくのは間違いな

いところだろう。

米中対立はしばしば「新冷戦」と形容され

る。なるほど，二大大国が対立の度合いを深め

ていく現状は，かつての米ソ冷戦を彷彿とさせ

る。だが，米ソ関係と現在の米中関係の間には

無視できない違いがある。米ソの間には，直接

的な貿易や投資の関係がほとんど存在しなかっ

た。しかし米中は違う。「鉄のカーテン」で分

断するにはあまりに緊密に結びついているから

だ。

米中の関係だけではない。中国は，この間の

グローバル化で世界のサプライチェーンの中核

を担うようになった。自動車産業ひとつとって

も，中国はアメリカやドイツ，日本の自動車部

品の主要供給元である。世界経済の結びつき

は，脱中国化や国内回帰を少々進めた程度で解

消されるほど弱いものではなくなっている。そ

れを無理に断ち切ろうとすれば，世界全体の供

給能力は大幅な減退を余儀なくされるだろう。

イデオロギーの違いはどうか。しばしば言わ

れるのは，アメリカの民主主義に対する中国の

権威主義の対立である。確かに一党独裁制と多

党選挙制の政治システムの違いは大きい。だ

が，経済に目を向けると，中国特殊論がどこま

で成り立つのか，議論の余地がある。

最近の思想史研究が示すのは，中国も国内改

革を進める上で，新自由主義を取り込んできた

という事実だ。競争によって国内市場を統治し

つつ，海外企業のサプライチェーンの一部を自

国に引き込んでいく。こうした戦略は，中国に

固有のものではない。グローバル化と新自由主

義の時代には，どの国でも地域間格差や所得格

差が拡大していく傾向にあるが，中国も例外で

はない。資産バブルの発生や，民間債務の急増

も，世界各地で共通して起きている現象であ

る。不平等，過剰負債，国内政治の不安定化と

いうグローバル経済の問題点は，欧米諸国や日

本のものであると同時に，（程度の差はあれ）

中国のものである。

第二次大戦が終わった 1945 年は，過去 150

年で世界経済の分断がもっとも進んだ年であ

る。米ソ冷戦はそういう時期に始まった。世界

から貿易や金融の結びつきが失われた時代に，

それぞれの大国が西と東に分かれて国際秩序を

新たに作り直した。

そのため冷戦期は，現在の第二次グローバル

化とは時代の置かれた条件が異なる。あえて比

較するなら，第一次グローバル化がピークを迎

えた第一次大戦前後の状況であるべきだろう。

当時，イギリスとドイツは緊密な貿易や金融の

関係で結ばれていた。現在ほど高度に発達した

サプライチェーンはなかったが，豊富な投資資

金が先進国から新興国へと流れ込んでいた。

「グッズ」だけではない。「バッズ」もグローバ

ル化していた。感染症のグローバルな拡大は，

人の移動が活発化するにつれてこの時代でも起

きていた。兵器の輸出入も盛んに行われてお

り，各地で軍拡が進んでいた。

現在もまた，軍拡の時代である。各国の軍事

費を見ると，中東や東アジアでの急増が目立

つ。中国の軍事費は，2000 年にはアメリカの

10％程度だったが，現在では 40％にまで追い

ついている8)。現在の東アジアは，勢力のバラ
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ンスが急激に均衡を失いつつあるという点で，

第一次大戦前夜の欧州にも似た状況にある。

Ⅵ 大局観を見直す

この 10 年間，世界全体で見ると，貿易や投

資は停滞が続いてきた。日本は異なる。貿易依

存度や直接投資額は，年々増え続けてきた。東

京五輪の開催を見据えたインバウンド向け投資

が活発に行われてきたのも記憶に新しい。グ

ローバル化の時代がまだまだ続くことを前提

に，経済が動いてきた。

しかし，コロナショックは，その前提に重大

な見直しを迫ることになるだろう。越境にかか

るコスト上昇は，グローバルに事業を展開する

企業に重い負担となってのしかかってくる。パ

ンデミックが終息しても，コロナ以前の状態に

戻る可能性は低い。

リーマンショックの段階では，世界はまだグ

ローバル化に向けて歩んでいた。アメリカはま

だ自由貿易の旗振り役で，中国に多くの投資を

していた。しかし現在は違う。自由貿易に背を

向け，中国資本を排除するだけでなく，同盟国

にも同調を求めている。米国内の反中感情が高

まっていることを考えると，大統領がトランプ

からバイデンに変わっても状況に大きな変化が

起きるとは思えない。

これまでの 3〜40 年は，政府支出の増大を抑

制するというのが先進国の財政運営方針だっ

た。しかしコロナ以後は状況が変わる。国内か

らの突き上げもあり，各国は財政の枠を大きく

拡大していくことになるだろう。問題は，財政

の力を何に使うかだ。国内の分断を埋め，経済

の新たな成長機会を作り出す。新たな時代を見

据えた国民的な議論が求められている。
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